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1　はじめに
長さは物理量のうちでも最も基本的なもので、長さの計

測技術は科学や産業の場で高度に発達している。長さの
国際単位はメートルであり、その標準としては 19 世紀の後
半からメートル原器が使われてきたが、20 世紀に入り1960
年にクリプトンの放電ランプが発する橙色の光の波長に変
更された。現在の長さの標準は 1983 年から用いられてい
るもので、真空中を進む光の速度（光速度）をもとにして
実現するものである注 1。具体的には、特定の条件下で発振
するレーザの波長を標準とする方法であり、最も広く用いら
れているものはヨウ素分子の吸収線に発振波長を安定化さ
せたヘリウムネオンレーザである注 2。現在我が国を初めと
して世界の多くの国が、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ
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長さの国家標準として用いられるヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの発振波長は、レーザ共振器の機械的長さで決まる。従来、機械
的安定度の高い共振器を実現するためには特殊な材料や素子を使ったり、周囲環境を厳重に管理したりすることは当然と考えられて
きた。しかし、レーザの動作や共振器に要求される性能を詳しく調べた結果、レーザ共振器の機構に要求される機械的特性の多くは、
市販の汎用部品で十分実現可能であることが明らかとなった。汎用部品を多用して大幅な価格低下を実現しつつ、発振波長の安定度
や周囲環境の変動に対する耐性を大幅に向上させることが可能となり、国家標準器として十分な精度で、かつ保守や移送が容易なも
のを実現した。この設計にもとづくヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザは、日本の長さの国家標準として長年用いられただけでなく、民
間の校正事業者が持つ標準器として、また発展途上国の国家標準器としても用いられている。
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を国家標準として使っている。このレーザを国家標準とし
た場合の長さ計測のトレーサビリティ体系を図 1 に示す。

一般に国家標準には、産業界や学術界で必要とされる
計測の精度を十分に上回る最高の精度が求められる。し
たがって、国家標準の開発過程においては最高の精度を達
成するために最新・高度・特殊な技術が投入される。しか
し、いったん研究開発が終了し国家標準器が完成すると、
次のフェーズで求められるのは、それをもとにしていかに効
率的に産業界や学術界に標準を供給して活用するか、また
その国家標準器をいかに安定して維持し続けていくかとい
うことである。このフェーズに移行するとしばしば最新・高
度・特殊な技術は、高コストや入手の困難性から供給・維
持業務において無視できない障害となる。
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筆者が 1980 年代に旧工業技術院計量研究所（現産業
技術総合研究所計測標準研究部門）で精密干渉測定に関
する研究を開始した際に、波長標準として使用したヨウ素
安定化ヘリウムネオンレーザ（これは 2009 年まで日本の長
さの国家標準であった）は、ちょうどこの状態であった。
当初は操作性の悪さや特殊部品の供給に問題を感じつつ
も、最高精度の国家標準器であればやむを得ないことと考
えていた。そのようなときに、ニュージーランドの国立標準
研究所の研究者がヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの国
際比較を行うために、自らが開発したレーザをハンドキャ
リーで航空機の客室に持ち込み、各国の標準研究所を訪
問し、計量研究所にも立ち寄るという機会があった [1]。ラッ
ク1 台分の制御装置と鋳鉄製のチャネルベンチ上に設置さ
れたレーザ本体で構成された日本のレーザと比較して、そ
のコンパクトさと操作性はまさに衝撃的であった。

この出会いをきっかけに、ヨウ素安定化ヘリウムネオン
レーザの汎用化の研究を開始した。ここでいう汎用化と
は、まずヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの各部分に要
求される性能・特性を詳しく調べて明確にすること、次に
その性能・特性を可能な限り一般的な部品を用いて実現す
ることである。本稿では、研究を開始したときの状況、そ
の状況の下で決定した要素技術開発の方針、どのような要
素技術を開発したか、要素技術を統合してどのような国家
標準を実現したかを述べる。

2　研究の目標
2.1　国家標準器の汎用化

ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザに限らず、標準器や
その構成部品に要求される仕様・性能は一般の製品と比べ
ると特殊なものである。基礎開発過程では必要とされる性
能を実現することが最優先課題であるから、特殊かつ高価
な材料・部品・加工法が採用されることはやむを得ない。

筆者は当初、標準器を開発する研究者の立場ではなく、
1 ユーザーとしてヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザに関わ
り、その段階でニュージーランドのレーザと接する機会を得
た。その経験から、基礎開発過程は標準器開発の全過程
の半分にすぎず、本当の意味で開発を完了するためには引
き続いて汎用化を進めることが不可欠であると確信した。
汎用化とは、先に述べたように必要とされる性能・特性を
詳しく調査して明確化して、それを汎用部品を用いて実現す
る設計手法・技術を確立することである。すなわち、汎用
化とは特殊部品（ハードウエア）から設計手法・技術（ソフ
トウエア）へと転換を図ることであると考えるようになった。

ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの動作原理は、ヨウ
素分子の量子力学的性質を基準とするものである。ヨウ素
分子の量子力学的性質は不変であるから、人工物のメート
ル原器とは異なり、用いるヨウ素の間で原理的な差は存在
しない。しかし、ヨウ素分子の量子力学的性質から安定
な発振波長を抽出する機構には、人工物であるが故の不
完全性が存在し、発振波長の器物による差や不確かさと
なって現れる。筆者は、標準の保有・維持とは単にヨウ素
安定化ヘリウムネオンレーザ（ハードウエア）を所有するこ
とではなく、ヨウ素分子からレーザ波長を実現する技術の
保有であると考えている。汎用化には、レーザ波長を実現
する技術の精査と深い理解が不可欠である。すなわち、汎
用化により得られた技術の保有が、標準の保有・維持に他
ならない。

国家標準器を汎用化することによって多くのメリットが得
られることが予想されたが、その中で中心的なものは各国
の長さ標準の相互信頼性が向上すること、そして我が国の
中で長さの精密計測の精度が飛躍的に向上することであっ
た。これらを次の 2 つの節で述べる。
2.2　国際的な相互信頼性の向上

先進国の一部を除き、ほとんどの国立標準機関では、
国家標準器として製品化された市販のヨウ素安定化ヘリウ
ムネオンレーザを購入している。この場合、簡単な調整以
外の修理等はそのレーザの製造事業者に依存している。つ
まり、国立標準機関は単なるハードウエアの所有にとどまっ
ていて、標準の維持はその製造事業者に全面的に依存して
いる。製品としての完成度が高く、供給・維持サービスが
滞ることがなければ大きな問題が生じることはない。しか
しヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザのような国家標準レベ
ルの機器は、高度な技術を必要とすること、需要が極めて
限定的であることから、開発・製造・維持を営利事業とし
て継続することは容易ではなく、事業化は実際多くの困難
を伴っている。

筆者が考えたヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの汎用

長さの国際単位
メートル

真空中の光速度の
定義値、 c

時間の国際単位
秒

産総研が持つ国家標準器

ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ

製造事業者が持つ幾何標準器

ゲージブロック、ステップゲージ

製造事業者が持つ現場計測器

マイクロメータ、ノギス

校正事業者が持つ標準器

実用安定化レーザ・光波干渉計

図 1　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを国家標準とする長
さ計測のトレーサビリティ体系
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化とは、標準器としての性能・操作性・経済性・維持管理
の容易さに優れたレーザの実現を目標としつつ、同時にレー
ザについての詳細な技術情報をユーザーに開示するという
ものである。波長標準の本質は、ヨウ素分子の普遍的な
量子力学的性質から安定なレーザ波長を実現する技術にあ
る。汎用化によりもたらされるこのような技術を国際間で共
有できるならば、それは国家間でそれぞれの国家標準が
同等であることを認め合うための相互信頼を確立する基礎
となる。
2.3　国内トレーサビリティの中流域の高度化

日本国内のトレーサビリティの中流域で波長標準の校正を
ビジネスとする事業者は現在何社か存在するが、その技術
レベルは一部先進国以外の国立標準機関と類似している。
したがって汎用化したヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを
構成事業者の標準器として採用することは、前節で述べたよ
うに標準を技術として保有するということを意味する。

ゲージブロックや分銅といった人工物の基準器は、校正
を行って値付けすることによりトレーサビリティが確保でき
る。しかし、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザは、ヨウ
素分子の量子力学的性質から波長を取り出す標準器であ
り、器差（不確かさ）は波長を取り出す過程の技術に依存
する。このような標準においては、波長の値付けに加え、
波長を取り出す過程の技術の保有とその評価、いうなれば
「技術のトレーサビリティ」が本質的に重要である。技術
の汎用化は、校正事業者などのトレーサビリティの中流域
においても、ハードウエアの所有から技術の保有への転換
を推進し、その信頼性の向上を実現するものである。

3　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの動作原理
ここでヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの動作原理を

紹介しておく。図 2 はヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの
構造の概略図である。普通のヘリウムネオンレーザは、2
枚の平面鏡（正確には僅かな凹面）で構成される光共振器
の間にヘリウムとネオンの混合ガスが入ったレーザチューブ
が置かれる。一方ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザでは、
高純度のヨウ素ガスを封入した「ヨウ素セル」が光共振器
の中に挿入される。2 枚の平面鏡の光学的間隔（光共振器

長）L と波長λの関係は式（1）で表すことができる。

λ =  2L / N　　                            　　　　   （1）

ここで N は整数である。λはL に比例するが、ヘリウムネ
オンレーザチューブの光増幅効果が有効である波長範囲は
極めて狭いので、発振波長λは限定されたある範囲に留ま
る。L を有効波長範囲を超えて変化させると整数 N が一つ
ずつ増加あるいは減少（モードホップ）し、λは光増幅効果
の有効な一定の範囲内に留まる。今、モードホップが発生し
ない範囲でL を変化させると、レーザの出力I は図 3 の変化
（破線）を示す。I はλがモードホップに近い両端では低下
し、中央で最大となる。レーザチューブに加えヨウ素セル
が光共振器内に存在すると、ヨウ素分子による光の吸収
が I に影響し、出力曲線は図 3（実線）のように変化する。
レーザ共振器内には高強度（10 mW）の光の定在波が存
在するので、ヨウ素分子による光の吸収が飽和する。吸収
の飽和により吸収波長中心では吸収が弱まるので、 I が僅
かに増加し出力曲線上に小突起が出現する。この現象を
利用すると、ヨウ素分子の運動によるドップラー効果の影
響を受けない極めて分解能の高い分光（飽和吸収分光：
saturated absorption spectroscopy）が実現できる。ヨウ
素安定化ヘリウムネオンレーザは、出力曲線上に出現する
飽和吸収による小突起をマーカーとし、その中心に発振波
長を制御・安定化することにより高精度の波長基準を実現
する。

出力曲線のピーク位置を検出する方法としては、通常位
相敏感検出による微分法が利用される。図 4 に位相敏感
検出による微分の原理を示す。微分を実現するために、λ
に僅かな変調をかける。λの変調によりI も変動するが、そ
の振幅と位相は出力曲線 I（λ）の傾斜で決まる。図に示
したように、出力信号と復調信号を掛け合わせて得られた
信号から直流成分を取り出すとI（λ）の 1 次微分I’（λ）
が得られる。この微分がゼロになるようにλを制御すれば

平面鏡

レーザチューブ
（ヘリウムとネオンの混合気体が入った放電管）

ヨウ素セル
（ヨウ素分子の気体が入ったガラスセル）

L

I
キャピラリー

平面鏡

固体ヨウ素

I

L

モードホップ モードホップ

レーザ出力（ヨウ素セル無）

レーザ出力（ヨウ素セル有）

飽和吸収分光信号

図 2　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの概略図 図 3　レーザ共振器長 L とレーザ出力I の関係（1 縦モード内）
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発振波長はI （λ）のピークの位置に留まる。しかし、ヨウ
素安定化ヘリウムネオンレーザでは、ヨウ素分子の飽和吸
収による小突起はレーザ出力曲線 I（λ）の上に重畳して存
在するので、ベースラインの傾斜の影響が避けられない。
この影響を除去し純粋にヨウ素分子の飽和吸収の中心を
検出するために、実際には 3 次微分検出が行われる。3
次微分の信号I’’’（λ）は、位相敏感検出の復調参照信号に
変調信号（周波数 f ）の 3 倍波（周波数 3f ）を用いること
で得られる。レーザ出力曲線は飽和吸収による小突起と比
較して遙かになだらかなので、3 次微分によりその影響は
十分除去される。図 5 はオシロスコープで観察したヨウ素
安定化ヘリウムネオンレーザの出力の、ヨウ素分子吸収成
分付近の 3 次微分信号I’’’（λ）である。この 3 次微分信
号がゼロになるように発振波長が制御され、安定化される。

レーザの波長λは、先に述べたようにモードホップが発
生しない範囲では光共振器長 L に比例する。したがって
発振波長λを制御や変調のために変化させるためには、L
を変化させればよい。例えば 3 次微分信号検出のための
変調として、発振波長λには光の周波数に換算して 6 MHz 
p-p の変調が掛けられる。L が 0.3 m の場合、6 MHz の
変調に対応するL の変化は 3.8 nmである。つまり平面鏡
の片方を光軸方向に振幅 3.8 nmで振動させれば、3 次微
分検出に必要なλの変調が実現できることになる。また、
発振波長の制御に用いる 3 次微分信号（図 5）の幅は、光
の周波数に換算して 5 MHz 程度である。振動や衝撃など

により発振波長の変調範囲がこの幅を超えると制御は不能
となる（これを周波数ロックが外れるという）。レーザの波
長安定化をうまく行うためには、L の変動をこの幅の 1/10
程度、すなわち 500 kHz 程度に抑えることが必要である。
500 kHz のレーザ周波数変動に相当する共振器長 L の変
動は 0.32 nmである。これは原子の直径に相当する長さで
ある。ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを安定に動作さ
せるためには、振動による平面鏡の間隔の変動を原子の直
径程度に抑えるという難しい技術が必要になる。

図 6 は筆者が最初に使用したヨウ素安定化ヘリウムネオ
ンレーザの共振器の機構である。平面鏡の 1 枚はそのまま
の状態で、もう片方はリング状の積層ピエゾアクチュエー
タに取り付けた状態で、それぞれ精密な角度調整機構付
の端板で保持される。2 枚の端板は熱膨張がゼロに近い
4 本のスーパーインバー製のスペーサロッドで向かい合わせ
に固定される。共振器の中にはレーザチューブとヨウ素セ
ルをセットし、実際のオペレーションに際しては、防音ケー
スをかぶせ空気バネで支えた防振定盤上に設置することに
より、振動の影響を上記の 500 kHz の条件内に抑えた。
図 6 において積層リングピエゾアクチュエータは 1 個である
が、変調信号と制御信号の両方をこのピエゾアクチュエー
タに印加し、変調と制御を同時に行った。

4　目標達成のための道筋
ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの各機構に要求され

る性能・特性には、前章で述べたようにかなり特殊なもの
が多い。特殊な要求に対しては、汎用部品を普通に使用し
たのでは対応できない。特殊な性能・特性を、汎用部品を
用いて実現するためには新しい特殊な使用法を考案・採用
することが必要となる。特殊な使用法といっても、危険を
伴うもの、寿命の著しい短縮を伴うものなど無理のあるも
のは採用できない。つまり、今まで使われたことのない利
用法で理にかなったもの、さらに必要とされる性能・特性
を実現できるものを考案・実現することにより、汎用部品
の採用範囲を広げることができる。

一例として、制御装置の新しいバイアス調整回路につい

×

×
I (λ)

λ

I '

I' ''
0

f

f

3f
x3

f

図 4　飽和吸収によるレーザ出力I（λ）上の小突起とその 1 次
微分I’および 3 次微分I’’’の 信号

図 5　オシロスコープで観察した実際の 3 次微分信号

スーパーインバーロッド （4本）

リング状積層ピエゾアクチュエータ

角度調整機構付端板 角度調整機構付端板

図 6　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの共振器機構（従来型）
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て述べる。ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザでは、吸収
線を探索・選択するためにピエゾアクチュエータへの印加
電圧を滑らかに変動させる必要がある。従来はこの変動を
ポテンショメータを使って行っていたが、全行程にわたって
十分な電圧分解能を有するポテンショメータの製品は存在
しない。したがって、変動範囲は一部の狭い電圧範囲に
限定せざるを得ず操作性が悪くなっていた。図 7 は、ポテ
ンショメータを用いる代わりに DC ギアモータと積分回路を
用いて、極めて高い電圧分解能を実現した電圧調整回路で
ある。DC ギアモータは、本来、入力電圧に比例した回転
数で回転するアクチュエータであるが、外力で回転させた
場合には発電機として動作し角速度（2 π×回転数）に比
例した電圧を発生する。この発生電圧を積分回路に入力さ
せると、その出力はギアモータの回転角に比例した電圧と
なる。回転角と積分回路出力電圧の比例定数は、積分回
路の入力抵抗とコンデンサを選択することにより任意に設
定できる。さらにギアモータは、ポテンショメータと異なり
制限なく回転させることができるので、全行程にわたる電
圧調整を、例えば 100 回以上の回転で行うような設定も可
能である。

しかし、このような汎用部品を用いて特殊機能を実現さ
せることは、計画的・系統的に進めたわけではない。レー
ザの性能に直結する部分、安定した供給・維持の障害とな
る部分の開発が優先されることはいうまでもないが、実際
にアイデアが浮かび問題が解決される順序は、必ずしも重
要度とは一致しなかった。したがって、本開発を進めるに
際して、当初計画的・系統的なシナリオというものは存在し
なかった。一方、このような汎用化がいくつか成功すると
ボトルネックを正確に把握できるようになり、問題の重要度
を認識して頭の片隅に置いておくことで、他の業務を遂行
するかたわらでふと解決策が浮かんだときに改良・開発を
進められるようになった。このような状況で、およそ 10 年
で一通りの汎用化が完成した。

上述の電圧調整回路の例は、操作性向上に関するもの
であるが、汎用品を利用した新機構により基本性能（不確
かさ・安定度）の向上を実現することもできた。以下の章
では、レーザの基本性能を決定する光共振器長の制御機

構に関して述べる。

5　光共振器長制御機構の汎用化
レーザの共振器長制御機構は、ヨウ素安定化ヘリウムネ

オンレーザの基本性能を決定する最も重要な部分である。
従来は超低膨張材料やピエゾアクチュエータといった特殊
部品が多用されていた。共振器長制御機構は、波長を制
御するための直進移動機構と、3 次微分信号を得るための
変調機構があるが、以下に両機構の汎用化について述べ
る。また、安定した共振器長制御を実現する上で重要な防
振機構についても述べる。
5.1　平面鏡の直進移動機構

ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの動作条件は、国際
度量衡委員会（CIPM）による勧告としてすでにまとめられ
ている [2]。表 1 に国際度量衡委員会が勧告したヨウ素安定
化ヘリウムネオンレーザの動作条件を示す。この勧告で規
定されている 4 つの動作条件のうち共振器機構に直接関
係するのは、先に述べた変調の深さ（光の周波数換算で 6
± 0.3 MHz）であるが、共振器内の一方向光強度（10 ±
5 mW）は平面鏡角度の影響を受けるので、共振器機構の
問題ともいえる。従来型のヨウ素安定化ヘリウムネオンレー
ザでは、共振器長をリング状の積層ピエゾアクチュエータ
で制御していた。ところがピエゾ素子は必ずしも均一な材
質でできているわけではないので、一定の電圧を印加して
も伸縮量が場所ごとに異なるという不均一性が生じ、これ
が原因となって平面鏡の傾き角がわずかに変化するという
現象が起きた。平面鏡の傾き角が変わると、光共振器の
損失が変化するのでレーザの出力も変化する。レーザ出力
は、共振器内の一方向光強度とレーザミラー透過率の積
で決まる。表 1 からその変動の許容範囲は、規定出力（共
振機内一方向光強度 10 mW）の± 50 % と大きいため、
ピエゾアクチュエータの傾き角の変動による出力変化は、
通常はほとんどこの範囲に収まる。

しかし、実際の実験から、発振波長の再現性と安定性
に優れたヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを実現するた
めには、制御に伴う平面鏡の傾き角の変動を可能な限り小
さくすることが極めて重要であることが分かってきた。この
点で、国際度量衡委員会の勧告は発振波長に影響する重

DCギアモーター
出力電圧 : Vm = kθ'

ハンドル

－

＋

出力電圧：Vo = kθ/ CR

回転角：θ

積分回路

C
R

＊ただし光周波数の共振器内光強度シフト係数は
1.4 kHz/mW以下であること 　 　

mW（10±5）・一方向共振器内光強度

MHｚ（6±0.3）・周波数変調幅（P-P）

℃（15±0.2）・ヨウ素セルコールドフィンガーの温度

℃（25±5）・ヨウ素セルの壁面の温度　　　　　 

図 7　DC ギアモータと積分回路による広範囲の電圧微調整回路

表 1　国家標準としてのヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの
動作条件（国際度量衡委員会の勧告）
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要な条件が欠落しているといえる。筆者は以前に、発振波
長λの平面鏡の傾き角に対する依存性を評価するために、
レーザパワーI をほぼ一定に保ちながら平面鏡の角度を変
えた測定を行った [3]。その結果、ヨウ素安定化ヘリウムネ
オンレーザの全ての動作パラメーターを国際度量衡委員会
の勧告の範囲内に設定しても、発振波長λは共振器の調整
（平面鏡の傾き）によっては勧告する不確かさ（周波数換
算で 10 kHz）上変動することを実験的に確認した。この
ようにヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの発振波長の安
定化のためには、平面鏡の移動機構には極めて高い直進
性が要求されることが分かった。共振器長の制御に使用し
たピエゾアクチュエータは、剛性が高く微小変位が可能と
いう優れた特徴をもつが、上記のように直進性に問題があ
り従来型のヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの精度のボト
ルネックとなっていた。汎用化を進めるためには、直進性
の優れた移動機構の開発が不可欠であることが分かり、
新型のヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザでは高剛性で微
小変位に優れたピエゾアクチュエータと直進性に優れたガイ
ド機構を組み合わせるという手法を採用した。

一般に機械的な直進ガイド機構は、平行バネ機構、摺
動機構、転がり機構の三つに分類できる。ピエゾアクチュ
エータと組み合わせる直進ガイド機構として実績が多いの
は、平行バネ機構である。平行バネ機構は、可動範囲は
限られるが、遊び・摩擦・バックラッシュが存在しないの
で特に精密な位置制御に適していると考えられる。しかし
ながら、高度な直進性を実現するためには平行バネの構造
をある程度大きくしなければならないこと、また系の剛性
を高めると重量も増大すること、さらに高価であるという
問題がある。摺動機構は原理的に遊びがあるので、本用
途には適用できない。開発に際して、ピエゾアクチュエー
タ用のガイドとしての実績はほとんどないが、安価で軽量
な転がり機構の採用を試みた。
5.1.1　ボールスプラインによる直進移動機構

転がり機構は、有限移動距離のものと、無限移動距離
のものが存在する。有限移動距離転がり機構は、図 8a に
示したように、対向する直線ガイドの間にボールやローラ等
の回転体を挟んだものである。下のガイドを固定して上の

ガイドを移動させると、挟まれた回転体は上ガイドの半分
だけ移動する。ガイドの移動量を確保するために、回転体
はガイド全長の 50 ～ 70 % の範囲に配置される。有限移
動距離転がり機構には、移動に伴い支点（回転体の位置）
も移動していくという問題がある。転がり機構の剛性や荷
重にも依存するが、支点位置の移動は避けられない姿勢変
化の原因となる。

無限移動距離転がり機構は図 8b に示したように、上の
ガイドの移動に伴い後部から排出された回転体を、前部に
戻し上下のガイド間に挿入するという機構を有するものであ
る。長い移動量を容易に実現できるのに加え、支点の移動
が小さい（回転体の間隔以下となる）ので、姿勢変化の少
ない優れた機構とされている。

直進移動転がり機構として最初に試用したのは、円形中
空軸構造をもつボールスプライン（THK 株式会社：LF13）[4]

である。ボールスプラインは無限移動距離転がり機構の一種
で、高度な直進性が期待できることと、形状がリング状積層
ピエゾアクチュエータに近いのでレーザ共振器へ組み込みや
すいことから採用を決定した。採用したボールスプラインの
スプライン軸直径は 13 mm、中心には直径 5 mm の穴があ
り、レーザ出力光はここを通る。図 9 はボールスプラインを
組み込んだ平面鏡直進移動機構である。平面鏡はスプライ
ン端部にセットされ、スプライン軸は制御アーム内のプリロー
ドスプリングにより前方に引っ張り出された状態である。平
面鏡の調整機構をレーザ本体にセットすると、本体内のリニ
アピエゾアクチュエータの先端がスプライン軸制御アームに
接触し、スプライン軸は半分程度押し込まれた状態となる。
リニアピエゾアクチュエータに制御電圧を印加し、その伸縮
によりミラー位置の制御を行った。

転がり機構は摺動機構と異なり、予圧をかけて遊びを取
り除くことができる。試用したボールスプラインも本体・ボー
ル・スプライン軸の隙間は−6 ～−2 μm に調整され、ガタ
はない。しかし、レーザの発振中にスプライン軸を横方向
に押すとミラーの傾きが原因と考えられるレーザパワーの変
動が観測された。ボールスプライン機構の回転モーメントに

a.有限移動距離転がり機構 b.無限移動距離転がり機構

制御アーム スプライン軸

ピエゾ素子で押し込む

図 8　有限移動距離転がり機構（a）と無限移動距離転がり機
構（b） 

図 9　ボールスプラインを組み込んだ平面鏡直進移動機構
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対する剛性は、明らかに不足していることが分かった。無
限ストロークの転がり機構では、ボールは循環する。本体・
スプライン軸の間隔は仕様によればボール径より小さい（−6
～−2 μm）ので、ボールがこの隙間に進入すると大きな抵
抗力が発生し、スムーズな動きを妨げることが考えられた。
しかしボールスプラインではボールの出入に伴う抵抗力変
化はほとんど検知されない。つまり、両端付近ではボール
進入時の抵抗力発生を防ぐために間隔が広げてあって、実
際に予圧がかかっているのは中央部に限定されるものと推
測される。その結果シフトに対する剛性は確保できてもティ
ルトに対する剛性は不十分となる。メーカーの説明でも、
モーメントのかかる場所では、2 個直列に使用することが
推奨されている。
5.1.2　クロスローラガイドよる直進移動機構

有限移動距離転がり機構では、支点位置の移動に伴う
姿勢変化が避けられないことは先に述べた。この姿勢変化
は、原理的にストローク全域にわたり徐々に進行していくも
のと考えられる。一方でレーザの波長安定化に必要な移動
量は、熱膨張によるレーザ共振器長の伸縮を補正すること
が目的なので、高々 0.05 mm 程度である。これは代表的
な有限移動距離転がり機構であるクロスローラガイド [5]、
その小型のものに対しても、最大ストロークの 1/100 以下
である。クロスローラガイドのストローク全域での姿勢変化
は、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ用直進機構に要求
される性能を満足しないとしても、1/100 ストロークの移動
量に対する姿勢変化は十分に小さいのではないか、という
ことが期待できる。さらに、有限移動距離転がり機構では、
回転体のガイド間への出入りがないので、無限移動距離転
がり機構のようにガイド両端で間隔を広げる必要はない。
したがって、ティルトに対する高剛性を有することも期待で
きる。共振器長制御の直進移動機構の使用条件・必要と
される性能と、その条件で使用したときの直進移動機構の

性能を熟慮した結果、クロスローラガイドが最適なメカニズ
ムとして浮上してきた。

クロスローラガイドの形状は移動ステージに適しており、
円筒形状メカニズムへの対応は難しい。クロスローラガイド
の採用に伴い、レーザ共振器構造を端板とロッドといった
従来の構造から図 10 に示したような板状の部材を組み合
わせた箱状筐体へと大幅に変更した。さらに、平面鏡の
移動量制御と直進性保持を別機構に分離したという特徴を
活かし、図 11 に示したようにリニアピエゾアクチュエータ
をスーパーインバーロッドに固定し、さらにスーパーインバー
ロッドの反対側を、他方の平面鏡面の位置で箱形筐体に固
定するという構造を考案した。この構造により、共振器長
はピエゾアクチュエータとスーパーインバーロッドで決定さ
れるので、箱形筐体板材の熱膨張を考慮する必要はなくな
り、アルミニウムの採用が可能となった。アルミニウムは熱
膨張率が大きいので、従来レーザ共振器筐体に用いられる
ことはなかった。しかし熱伝導率も高いので、温度勾配に
起因する熱歪みは発生しにくいという優れた特徴を持つ。
スーパーインバーロッドと比較するとアルミニウムの熱膨張
係数は 50 倍にもなるが、熱伝導係数も 20 倍近くあるので
熱歪みの影響は 3 倍以内に収まると考えた。

クロスローラガイド、アルミニウム箱形筐体、リニアピエ
ゾアクチュエータ＋スーパーインバーロッドによる共振器長
の制御機構を有する新型レーザは、平面鏡の角度変化が
極めて少なく、経時変化・環境依存性の小さい安定動作を
実現した。現在、日本の国家標準器として保有している 5
台のレーザ（本新型レーザ）では適切な調整を行うことに
より、それぞれの間での発振波長の差が光の周波数換算
で± 3 kHz と、国際度量衡委員会の勧告の不確かさ±10 
kHz の 1/3 に収まっている。また周囲温度の変化に対して
も安定性が高く、25 ± 5 ℃という大幅な温度変動に対して

レーザミラー端面位置

クロスローラーガイド

スーパーインバーロッド

図 11　共振器長の制御機構図 10　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの箱形共振器機構
（新型）
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も、発振波長の変動は光の周波数換算で± 5 kHz（相対
的には 1×10−11）の偏差に収まるという優れた性能を有し
ている。
5.2　レーザ共振器の変調機構

ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザでは、ヨウ素分子に
よる飽和吸収信号を検出するために、発振波長に光の周波
数換算で 6±0.3 MHzの変調をかけている。この変調は、
片方の平面鏡を光軸方向に正弦波で振動させることで実
現する。共振器長が 30 cm の場合、その振幅は（3.81±
0.19）nmとなる。また、先に述べたように、3 次微分によ
る制御信号を得るために第 3 高調波検出を行っている。も
し平面鏡の振動に第 3 高調波が含まれると、3 次微分信
号に 1 次微分信号成分が混入し、結果として発振波長が
シフトする。したがって、この平面鏡の振動は、高調波歪
の極めて少ない純粋な基本波であることが求められる。さ
らに、位相敏感検出の感度を一定に保つため、駆動正弦
波信号と振動の位相関係は変化しないことが求められる。
このように、波長変調用のアクチュエータには、極めて高
レベルの振幅安定性・超低歪・位相安定性が要求される。

従来型のレーザを含む多くのヨウ素安定化ヘリウムネオ
ンレーザでは、変調用にも共振器長の制御用と同じ構造を
持つリング状積層ピエゾアクチュエータを用いる。従来型
レーザでは、1 個のリング状積層ピエゾアクチュエータを、
変調・制御の両目的に兼用した。

積層構造のピエゾアクチュエータは、本来制御用（DC
動作）であり、振動（AC 動作）は想定されていない。特
に問題となるのは、振動させたときの耐久性である。従来
型レーザでは、変調のための振動が原因と考えられるピエ
ゾ素子の接着面剥離が頻発した。ひとたび剥離が起こる
と修理不能で交換しなければならないが、当時使用してい
た米国製リング状積層ピエゾアクチュエータは、高価な上
に供給が不安定であり（軍用に優先的に供給されていたた
め）、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを使用する上で大
きな障害となっていた。
5.2.1　単層ピエゾ素子を用いた変調機構

剥離故障したリング状積層ピエゾアクチュエータは廃棄
するしかない。あるとき、故障の状況を把握するために廃
棄の前に分解を試みた。リング状積層ピエゾアクチュエー
タをアセトンに浸しておくと、剥離面以外の接着面も全て剥
がれ容易に分解することができた。このリング状積層ピエ
ゾアクチュエータは、両面に電極として金属が蒸着されたリ
ング状のピエゾ素子を10 枚重ねたものであることが判明し
た。アクチュエータのストロークは 1000 Vの印加電圧に対
して 10μ mであるので、素子 1 枚はその 1/10、すなわち
1μ mである。

この分解されたアクチュエータを前にして、素子 1 枚を用
いた単層の変調用アクチュエータの開発を思いついた。単
層であれば剥離故障はない。変調に必要な振幅は先に述
べたようにおよそ 4 nmであり、単層素子のこの変位に相
当する印加電圧は 4 Vと、通常のオペアンプを使用した回
路で扱いやすい電圧となる。さらに剛性も大幅に増加する
ので動作の安定性向上が期待できる。

図 12 は最初に試作した変調用アクチュエータの構造で
ある。2 枚の真鍮固定リングネジの間に、リング状ピエゾ
素子、アルミニウム製の平面鏡保持具、O−リングをケース
内で挟んで締め付けるという単純な構造で、電圧は平面鏡
保持具と固定リングの間に印加する。しかしながら、この
機構をヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザに組み込み、波
長安定化を試みたところ、勧告された不確かさの 10 倍を
超える大幅な波長シフトが観測された。3次微分信号のベー
スラインが目視でも判別できるほど傾いており、1 次微分信
号の混入、すなわち変調機構における 3 次高調波歪の著
しい発生を伴うことが判明した。この構造は、静的な動作
においては柔らかい O−リングが変形し、期待どおりの動
作をする。しかし、振動動作では作用・反作用により、ピ
エゾを支えている真鍮固定リングも振動する。真鍮固定リ
ングはネジ山で本体と接触している。通常のネジ同士の接
触点は部分的であり、小さい変位に対する剛性が低く、非
線形性も強いものと考えられる。ネジが直接物体を支える
ような構造が歪発生の原因であると推測した。
5.2.2　変調機構の動的特性の改善

変調機構の動的特性を改善し高調波歪を低減するため
には、機械的接触は丁寧な仕上げの平面同士として、剛性
が高く安定した接触を確保することが必須である。さらに
振動する平面鏡を支える保持具は、できるだけ動かないよ
うな構造とすることも重要である。図 13 はこの 2 点を考慮

1: 固定リング（2枚）
2: O-リング
3: ミラーホルダー
4: リング状ピエゾ素子
5: ケース

1
2 3 4

5
1

図 12　変調用アクチュエータ（改良前、高調波歪が大きい）
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し、高調波歪の低減と動作安定性の向上を図った変調用
アクチュエータである。図 12 の変調用アクチュエータと大
きく異なる点は、真鍮の固定台の質量である。この真鍮の
固定台の質量はおよそ 200 g であり、平面鏡とその保持具
をあわせた振動部質量 4 g のおよそ 50 倍である。この大
きな質量比により、リング状ピエゾ素子が高速で伸縮して
も平面鏡 / 平面鏡保持具のみが動き、真鍮の固定台はほ
とんど動かない。真鍮固定台・リング状ピエゾ素子・平面
鏡保持具・平面鏡の間の接触面の仕上げには特に留意し、
仕上げはとも擦り研磨を行って接触面積を増大させ、高調
波歪を低減させた。さらに、組立前に真鍮固定台にリング
状ピエゾ素子・平面鏡保持具を乗せる。接触面にアルコー
ルを垂らしてから真鍮固定台を逆さにして、リング状ピエゾ
素子・平面鏡保持具が貼り付いて落下しないことで、良好
な平面接触を確認した。

平面鏡保持具は、リン青銅の薄肉円筒バネと真鍮丸ナッ
トにより予圧が与えられ、リング状ピエゾ素子、真鍮固定
台に密着させた。真鍮固定台とリン青銅薄肉円筒バネ・真
鍮丸ナットはナイロンインシュレータにより電気的に絶縁し
た。ピエゾアクチュエータの駆動電圧は、真鍮丸ナット（＋）
と真鍮固定台（G）間に印加した。

ナイロンインシュレータは、設計時には電気的絶縁を目
的としていたが、それ以外にも重要な働きのあることが明
らかとなった。ナイロンインシュレータに替わる絶縁部品と
して、絶縁アルマイトコーティングしたアルミインシュレータ
を試用したときに、絶縁機能には問題はないが変調機構
の動作が不安定になった（著しい振幅の経時変化が起き
た）。原因は、平面鏡保持具の振動がリン青銅薄肉円筒
バネ、非線形性の強いねじ接触を経て真鍮丸ナットに伝わ
り、複雑に共振したことにある。柔らかいナイロンインシュ

レータはダンパーとして働き、この共振を大幅に低減する
重要な機能を担っていることが判明した。
5.3　防振機構

先に述べたように、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ
の安定動作を実現するためには、外部環境の振動・音響
によるレーザ共振器長変動を、原子の直径（0.3 nm）以下
に抑えなければならない。また、防振機構の開発の前提と
して、このような共振器長の微少な変動を検知・評価する
手法の確立も必要である。以下に、共振器長の微少変動、
および防振機構について簡潔に紹介する。

発振波長の安定化のためにレーザ出力光の強度変動を
検出しているが、これを増幅してスピーカーに接続する。
すると周波数 f（3 kHz）の波長変調（光の周波数換算で 6 
MHz）がもたらす強度変化が音として聞こえる。これは波
長変調による波長の変化を、レーザ波長−出力曲線Ｉ（λ）
で強度変化に変換して音として聞いているのであるが、同
様に、外部振動による共振器長変動も波長変動をもたら
し、それを音として聞くことができる。音の振幅は波長
変化、すなわち共振器長の変化に比例するので、外部振
動による音を波長変調による音の振幅の 1/10（強度では
1/100、−20 dB）に抑制できれば、ヨウ素安定化ヘリウム
ネオンレーザの安定動作が実現できる。ハニカム構造の光
学定盤上（表面は厚さ 5 mm のステンレス板）にヨウ素安
定化ヘリウムネオンレーザの金属筐体を直に置き、定盤を
貨幣等で引っかく・軽くたたくなどしたときにスピーカーか
ら聞こえる音は、ちょうど人間が耳を定盤に押し当てたとき
に聞こえる音と類似している。

防振ゴム等の性能評価を行うために、厚さ1 cm のアル
ミニウム板（レーザ筐体の底板と同等）を用意した。この
板を定盤上に置き、耳を押し当てながら定盤を引っかく・
軽くたたくなどしたときの音の聞こえを確認した。次に、評
価対象の防振ゴムを金属板の下に置き、音がどの程度低減
したかを確認した。

新型のヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの箱形筐体の
底面には、この簡単な試験で音の遮蔽に優れた効果を示
した直径 14 mm の半球型ポリウレタン製のゴム足を 3 個
配置した（図 14）。筐体に直置にすると定盤上で光軸調整
等の操作を行うと振動の影響で波長安定化のロックが外れ

1: 薄肉円筒バネ
2: ミラーホルダー
3: リング状ピエゾ素子
4: 真鍮固定台
5: ナイロンインシュレータ
6: 真鍮丸ナット

1

2 3

4

5 6

ポリウレタンゴム足

図 14　サブナノメータ防振機構（ゴム足）図 13　変調用アクチュエータ（改良後、低高調波歪構造）
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ていたが、ゴム足の防振効果は大きく、定盤上での通常の
操作が波長安定化に及ぼす影響はほとんど無くなった。

6　開発した国家標準器の性能とその活用
新型のヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザは、産総研で

日本の国家標準として、また波長標準の供給を行う校正事
業者でそこの標準器として用いられている。このレーザは、
今まで紹介したような独自の新しい機構を有するものであ
るが、その最大の特徴は製品としてではなく、組立キット
として供給される点にある。最初に述べたように、ヨウ素
分子吸収線の量子力学的性質を利用した標準において重
要なのは、その性質から標準（波長）を取り出す技術であ
る。この考え方を実践するために、筆者は新しいヨウ素安
定化ヘリウムネオンレーザの詳細な仕様・設計図をまとめ、
計量標準モノグラフとして刊行した [6]。このモノグラフに基
づけば、国際度量衡委員会の勧告を満足するレーザの製
作が可能である。しかし、汎用品がほとんどとはいえ、レー
ザ製作に必要な部品類を洩れなく調達するのは大きな負担
である。そこで、必要な部品類をとりまとめてレーザ組立
キットとして希望する事業者に有償頒布した。キットである
から、各部品類に関して仕様を満足するかは保証の範囲と
なるが、最終的な標準器としての性能（絶対波長やその不
確かさ）は、所有者の技術に依存する。必要に応じて、組
立の技術指導は行うが、キットで頒布することにより、レー
ザヘッド・制御系（制御系はほぼ完成したかたちで供給さ
れる）一式でおよそ 200 万円という、国家標準器としては
破格の低価格を実現した。

このような、波長標準を技術として伝える試みは、海外
に対しても進めている。産総研ではタイ王国の国立標準研
究所（NIMT）設立援助のプロジェクトを進めてきた。ヨ
ウ素安定化ヘリウムネオンレーザキットの 1 号機はこのプロ
ジェクトを通して、NIMT に収められたものである。現在、
NIMT を拠点として、ASEAN 諸国の国立標準研究所に
対して同様の技術供与を行うことを計画している。

本レーザは国際比較にも用いたが、国際度量衡委員会
の勧告に従った標準器として今までのレーザにない優れた
特徴を有することも分かってきた。前章の国際度量衡委員
会が勧告する条件に、ヨウ素セルの管壁の温度を 25 ± 5 
℃に保つという規定がある。この温度は周囲温度とほぼ同
じとなるので、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザも 25 ±
5 ℃の温度範囲で動作できるはずである。新しいレーザは
この条件を満たす。25 ± 5 ℃の範囲で波長安定化を継続
可能であり、波長変動も国際度量衡委員会勧告の不確か
さの半分以下（光の周波数換算で 5 kHz 以下）という良
好な結果であった。一方、従来型レーザを含めた多くのレー

ザは、国際度量衡委員会が勧告する不確かさを満足するた
めには、周囲温度のより厳密な安定化を必要とする。多く
のレーザで用いられているように、リング状積層ピエゾアク
チュエータの伸縮に伴う平面鏡の傾き角の変化は、発振波
長の変動要因となる。傾き角の変化を防ぐためには、レー
ザ本体への超低膨張材料の採用に加え、厳密な周囲温度
安定化を行い、アクチュエータの伸縮を最小限に留めるこ
とが必要となる。以前、各国の国家標準であるヨウ素安定
化ヘリウムネオンレーザを1箇所に集めて国際比較を行った
ことがある。その最中にレーザを設置した部屋の温度が、
空調装置の不調からたまたま 2 ℃程度変動したことがあっ
た。そのとき多くのレーザで安定化のロックが外れて動作
不能に陥ったのに対し、新型レーザでは安定化のロックが
外れることなく動作し続け、その性能の高さの一端を証明
することになった。

7　おわりに
筆者は最初に、ユーザーとしてヨウ素安定化ヘリウムネオ

ンレーザと関わるようになった。本来の研究テーマであっ
た「精密干渉測定装置の開発」を円滑に進める上で、波
長の基準光源であるヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの
使い勝手と信頼性を向上させることは潜在的な悲願であっ
た。ニュージーランドの可搬型レーザを見たことでその悲
願が顕在化し、研究を開始したことは先に述べた。しかし、
もしユーザーとしての立場ではなく、従来型レーザの開発
者としての立場であったならば、おそらく「国家標準器なの
だからそこまで使い勝手にこだわる必要はない。それより
も、より精度の高い次世代標準の開発こそ重要だ」と判断
していたと思う。

研究の初期に、汎用部品を従来にない特殊な使用方法
で活用することにより、特殊な機能を実現するという研究
の方向性を決定づけたのは、ヨウ素安定化ヘリウムネオン
レーザの改良が正規のテーマではなかったことが最大の理
由と考える。研究の初期段階において、極めて低予算であっ
たこと、研究の期限と成果に対する義務が課せられていな
かったことから、ある意味大胆な試みを行えたことが、研
究の方向性を決定づけた。もし、最初から正規のテーマと
して研究計画を作成し、予算を要求したのであれば、特殊
部品や特殊材料を常識的に使用するという無難な選択を
行っていたことは間違いない。

開発したヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを、組立キッ
トとして有償頒布することにより、破格の低価格を実現し
たことは前章で述べた。しかし、組立キットによる本当の
意義は、ユーザーのモチベーションの向上にある。レーザ
の組立は、研修という形で行っているが、多くの参加者は
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査読者との議論 
議論1　研究目標とシナリオの追記
コメント（小野 晃：産業技術総合研究所）　

シンセシオロジー誌としては「研究の目標」と「目標の達成のため
のシナリオ」を追加して書いていただきたく思います。

回答（石川 純）
ご指摘のとおりと考え、「研究の目標」と「目標の達成のためのシ

時間を忘れて作業に没頭した。筆者は、研修を終えた参加
者が、自ら組立調整を行ったヨウ素安定化ヘリウムネオン
レーザを持ち帰る際に「このレーザは単なるモノであって標
準ではありません。標準とは、あなたの身につけた技術と、
標準を維持するという意志に他なりません」と伝えている。

注1）現在の長さの国際単位はメートルであり、光が真空中を
1/299 792 458秒間に進む距離を1メートルとしている。
注2）現在の長さの一次標準としては、ヨウ素分子の特定の吸
収線に発振周波数（波長）を安定化したヘリウムネオンレーザが
多用されており、その周波数ν＝473 612 353 604 kHzが勧告さ
れている。波長λは光速度c（299 792 458 m/s）をνで割ること
により算出される。λ = ｃ/ν。
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ナリオ」について新しい章を追加・記載しました。ただ、本研究は当
初シナリオ（計画）なしに開始したという経緯があり、これに関して
は事実に沿って当時の状況を率直に記載しました。

議論2　文献の「産総研計量標準モノグラフ」の活用
質問・コメント（小野 晃）　

文献6は本技術の普及という意味では大変重要なものと思います。
とかくオリジナルな技術のさわりだけを研究論文に記載しておしまい
とする傾向が強い中で、機器を再現的に製作するための必要かつ十
分な情報をすべて開示するということは、今までなかったように思い
ます。文献 6 を書くことになった著者の動機と、それの活用方法はど
のようなものでしょうか。

回答（石川 純）
人工物であるメートル原器とは異なり、ヨウ素分子の量子力学的性

質を利用するレーザ波長標準において、その本質は、量子力学的性
質から光波長を取り出すプロセスの技術に存在します。したがって、
標準の維持・継承とは技術の維持・継承に他なりません。産総研計
量標準モノグラフは、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザに関する技
術の維持・継承を目的に執筆しました。本論文においても、上記の
考え方を反映するように改訂しました。

議論3　標準器の質量と大きさ
質問（小野 晃）　

国家標準器を航空機内に持ち込んで移送できるということは、国
際比較をスムーズに行うために極めて有効と思いますが、開発した新
型レーザの質量、大きさはどの程度ですか。これは航空機の客室に
持ち込める重さ、大きさとして十分なものですか。
　
回答（石川 純）

レーザ本体は、長さ：420 mm、幅：105 mm、高さ：95 mm、重量：
5.3 kg です。制御装置は、奥行：400 mm、幅：420mm、高さ：100 
mm、重量：7.5 kg です。

航空機に搭乗する場合は、レーザ本体は手荷物としてキャビンに
持ち込み、制御装置は預け荷物としました。小型軽量化のみに注力
すれば、より小さく軽いレーザは実現できますが、製造・組立・調整
等の容易性に重点を置き、この大きさに留めました。

現時点における航空機内持ち込み最大の障害は、9.11 以降大幅に
強化された機内持ち込みの規制です。波長安定化レーザという一般
になじみのない特殊機器のため、その説明には大変苦労します。

議論4　発振波長の不確かさ
質問（小野 晃）　

新型レーザの発振波長の不確かさはどの程度と評価しています
か。それは国際度量衡委員会が勧告した不確かさの値よりも小さい
のではないかと想像しますが、どうでしょうか。可能であれば不確か
さの要因とともに、バジェット表で示していただけませんか。

回答（石川 純）
表 a に国際度量衡委員会が勧告したヨウ素安定化ヘリウムネオン

レーザ不確かさのバジェット表を示します。筆者は、表に示された不
確かさのうち、共振器内一方向光強度に起因する不確かさ見積は大
きすぎると考えています。しかしこれは、制御機構の直進性に問題の
ある従来のヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザでは、分離して評価す
ることも難しかったガスレンズ効果・ガスプリズム効果の影響を含め
たものであると筆者は考えています。国際度量衡局で長年ヨウ素安定
化ヘリウムネオンレーザの研究に携わってきた研究者も、そのことを
認めていました。

新型レーザは制御機構の直進性が非常に優れているため、ガスレ
ンズ効果・ガスプリズム効果の分離が可能であり、不確かさバジェッ
トは表ｂのようになります。ガスレンズ効果・ガスプリズム効果による
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不確かさを軽減するためには、レーザチューブ放電管の幾何形状を
厳密に製作する必要があり、そのようなレーザチューブは現実的には
入手不可能です。ヨウ素純度の影響に関しては、ヨウ素セル充填プ
ロセスの改良により、ビート周波数計測不確かさについても計測技術
の改良により小さくすることができました。

議論5　校正事業者が持っている標準器の精度
質問（小野 晃）　

国内数社の校正事業者がそれぞれの標準器としてヨウ素安定化ヘ
リウムネオンレーザを保有しているとのことですが、それらは定期的
な校正のために産総研に持ち込まれると思います。そのときに産総研
の国家標準器と波長（周波数）を比較して、差はどの程度ありました
か。それは新型レーザに対して評価した不確かさの範囲内に入ってい
ましたか、あるいは中にはそれを超えるようなものもありましたか。

回答（石川 純）
新型レーザは全て産総研で、筆者の技術指導のもと組立調整を

行いました。したがって、出荷時には特定標準器との周波数差は 5 
kHz 以下を確認しています。また、光学窓の汚れなどにより発振が
止まった場合を除いて、ほぼ初期性能を維持していることを再校正時
に確認しています。

表ａ　国際度量衡委員会が勧告するヨウ素安定化ヘリウムネオ
ンレーザ不確かさ

表ｂ　新型ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ不確かさ

合成標準不確かさ 10.0

5.0ビート周波数計測不確かさ

5.0

<1.0 kHz/mW10 mW共振器内一方向光強度

－10 kHz/MHz周波数変調深さ 3.0

5.0

ヨウ素純度の影響

3.0－15 kHz/℃0.2℃15 ℃コールドフィンガー温度

2.50.5 kHz/℃5 ℃25 ℃壁面温度

ヨウ素セル関連

不確かさ（kHz)比例係数推奨値パラメータ 許容範囲

6 MHz 0.3 MHz

5 mW

6.3合成標準不確かさ

5.0ガスレンズ効果・ガスプリズム効果

0.0ビート周波数計測不確かさ

2.0

<1.0 kHz/mW10 mW共振器内一方向光強度

－10 kHz/MHz周波数変調深さ 2.0

2.0

ヨウ素純度の影響

1.5－15 kHz/℃0.１℃15 ℃コールドフィンガー温度

1.00.5 kHz/℃2 ℃23 ℃壁面温度

ヨウ素セル関連

不確かさ（kHz)比例係数推奨値パラメータ 許容範囲

6 MHz 0.２MHz

２ mW

議論6　海外の研究者のその後の展開
質問（小野 晃）　

ニュージーランドの研究者は著者に対してアイディアを顕在化させ
る貴重なきっかけを与えてくれたと思います。その研究者はその後ど
のような研究の展開をたどったのでしょうか。差し支えない範囲でお
答えいただければと思います。

回答（石川 純）
その後、ニュージーランドの行政改革により多くの研究所が縮小・

統廃合され、その際に Dr. Hurst も民間企業に転出したと後任の方
から聞きました。ニュージーランドのヨウ素安定化ヘリウムネオンレー
ザも、現在はアメリカの製品を利用していて Dr. Hurst が国際比較に
用いたレーザは使われることなく、研究室の片隅に置かれているとい
う少し寂しい話でした。

議論7　海外の国立標準研究所が行った製品化研究の事例
質問・コメント（小野 晃）　

著者が今回行った国家標準器の汎用化の研究は製品化研究と解
釈できることはすでに述べたところです。産総研の計量標準グループ
の中でも製品化を明確に意識して研究に取り組む例は従来あまり多く
なかったように思いますが、校正事業者を巻き込んだトレーサビリティ
の中流域においては「遠隔校正」などすでにいくつか研究が行われ
ており、製品化研究の重要性はより強く認識されているように見えま
す。

世界的に見て、著者の知る限りで結構ですので、ニュージーランド
以外に今回のような製品化研究を国立標準研究所が行った事例はあ
るでしょうか。

回答（石川 純）
ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ製品化の試みはごく初期の段階

（1980 年頃）から行われていましたが、研究所の研究開発品を基に
して、メーカーでほぼそのままコピーし製品化するというものでした。
その結果、価格、大きさ、操作性に問題があり、製品としての完成
度は高くありませんでした。ニュージーランドのレーザは、研究者が
国際比較に使用するという目的で、ユーザーの立場で開発したもので
あり、当時としては突出した携行性・操作性を有するものでした。実
際にニュージーランドのレーザが製品化されることはありませんでし
たが、ユーザーの立場で汎用化の研究を進めるというプロセスは、
製品化を成功させるために不可欠であると思います。ヨウ素安定化ヘ
リウムネオンレーザといったような特定目的の機器について、ユーザー
の立場での汎用化研究を進めた例はあまり知りませんが、より一般的
な機器類（ミラーホルダー等）では、国立標準研究所の開発品を基
に製品化を実現し、従来のメーカー製品を超える優れた性能を有す
るものが存在します。




